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主要株主の異動に関するお知らせ 

 

当社株式について、株式会社プラスより、平成25年９月10日付で大量保有報告書及び大量保有報告の変

更報告書が提出された件につきまして、以下のとおり当社の主要株主に異動があったことが本日判明しま

したので、お知らせいたします。 

 

１ 異動が生じた理由 

 

当社は、株式会社プラスが平成 25 年９月 10 日付で提出した大量保有報告書から、平成 24 年７月５

日にピエラレジェンヌ株式会社との株式消費貸借契約により、株式会社プラスが保有する当社株式の

数が 100,000 株となり、総株主の議決権の数に対する割合が 20.37％となり、同日付で同社が当社の

主要株主となっていたことを確認いたしました。さらに、株式会社プラスが平成25年９月10日付で

提出した変更報告書から、平成 24 年８月７日にピエラレジェンヌ株式会社との株式消費貸借契約に

より当社株式を返却したことで、同日における株式会社プラスが保有する当社株式の数は0株となり、

総株主の議決権の数に対する割合が0%となったため、同社は当社の主要株主ではなくなっていたこと

が判明しました。当該事象により、株式会社プラスの総株主の議決権の数に対する割合は20％超とな

りましたが、結果的に、１ヶ月程度で元の株主に返却しており、当社に対して重要な影響を与えるこ

ともなかったことから同社は当社の「その他の関係会社」に該当しないと判断いたしました。 

 

２ 異動した株主の概要  

 

① 名     称 株式会社プラス 

② 本 店 所 在 地 東京都渋谷区代々木五丁目67番5号 

③ 代  表  者 代表取締役 松田幾太郎 

④ 事 業 内 容 等 経営コンサルティング 

⑤ 資  本  金 ― 



 

３ 当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

 平成24年７月５日 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 ※２ 
属 性 

大株主順位 

※１ 

異  動  前 

（平成24年７月４日現在） 

0個 

（0株） 
0% － － 

異  動  後 

（平成24年７月５日現在） 

100,000個 

（100,000株） 
20.37% 主要株主 第２位 

 

平成24年８月７日 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数 

に対する割合 ※２ 
属 性 

大株主順位 

※１ 

異  動  前 

（平成24年８月６日現在） 

100,000個 

（100,000株） 
20.07% 主要株主 第２位 

異  動  後 

（平成24年８月７日現在） 

0個 

（0株） 
0% － － 

 

※１ 異動後の大株主の順位につきましては、平成 24 年９月 30 日現在の株主名簿を基準に推定しており

ます。 

※２ 総株主の議決権の数に対する割合につきましては、平成24年７月５日時点では同日の発行済株式総

数490,814株、平成24年８月６日時点では同日の発行済株式総数498,314株、を基に、小数点以下

第３位を四捨五入して同第２位迄を記載しております。 

 

４ 異動年月日 

 

  平成24年７月５日 

 （株式会社プラスが平成 24 年７月５日に株式消費貸借契約によりピエラレジェンヌ株式会社から

100,000 株を取得したことを、同社が平成25年９月10日付で提出した大量保有報告書により確認

いたしました。） 

 

  平成24年８月７日 

   （株式会社プラスが平成 24 年８月７日に株式消費貸借契約によりピエラレジェンヌ株式会社へ

100,000 株を返却したことを、同社が平成25年９月10日付で提出した変更報告書により確認いた

しました。） 

 

 

 



 

５．今後の見通し 

 

すでに開示しておりますとおり、当該100,000株につきましては、平成24年８月７日に、ピエラレ

ジェンヌ株式会社より株式会社スクエアコンサルティングに対し貸し株されているものであります。

詳細は判明しておりませんが、ピエラレジェンヌ株式会社が何らかの事情で約１ヶ月間株式会社プ

ラスに当該株式の異動を行っていたものと考えられます。しかしながら、手続きは完了されており、

当社への影響はありませんでした。 

従って、今般の異動によって、当社の経営及び営業戦略に変化はありません。 

 

 

以 上 


